
- 2 -

企業集団の状況

当社の企業集団は、当社、子会社 21 社及び関連会社 3 社で構成されており、主な事業内容と会社

名及び会社数は次のとおりであります。

主な事業内容 会　　　社　　　名 会　社　数

ディベロッパー事業

　ショッピングセンターの

　開発、経営、管理、運営

当　　社

＜子会社＞

PARCO (SINGAPORE) PTE LTD

STRAITS PARCO RETAIL MANAGEMENT PTE LTD

SEIYO INVESTMENT (S) PTE LTD

他子会社 2 社、関連会社2 社

当　社

子会社   5 社

関連会社 2 社

専門店事業

　衣料品、雑貨、書籍、CD

　等の販売

　飲食店の経営

　理美容店の経営

＜子会社＞

㈱アクロス

㈱リブロ

㈱ウェィヴ

㈱パルコフーズ

㈱パルコビューティーシステムズ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

他子会社 2 社

子会社   8 社

総合空間事業

　内装工事の設計及び施工

　清掃、保安警備、設備保全

　等のビルメンテナンス

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社 2 社 子会社   3 社

カルチャー＆エンタテインメ

ント等事業

　カルチャースクール等の

　経営

　インターネットを利用した

　情報提供

　ホテルの経営

＜子会社＞

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱パルコ・シティ

㈱パルコ・ドット・ティーヴィー

㈱クレストンホテル

㈱日本乗馬倶楽部

他関連会社1 社 子会社   5 社

関連会社 1 社
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経　営　方　針

（１）経営の基本方針

当社は、「訪れる人々を楽しませ、テナントを成功に導く、先見的、独創的、かつホスピタリティ溢

れる商業空間の創造」という経営理念のもと、都市型商業ディベロッパーとしてショッピングセンタ

ーの開発・運営を行っております。

この経営理念に則り、当社グループ（パルコネットワーク）は時代とマーケットの変革を的確に捉

え、フレキシブルに対応できる企業集団として、パルコネットワークを構成しております。これは当

社を中心に、パルコネットワーク各社がそれぞれのマーケット情報を持ち、互いに緊密かつ複合的に

関連し合いながら、総体としての都市型商業施設の開発・運営を行い、パルコネットワークの企業価

値を高めていくことを基本方針としております。

（２）利益配分に関する基本方針

利益配分については、株主の皆様への利益還元を最重要政策の一つと位置付けております。今後一

層の競合激化が予想される小売業界の厳しい経営環境においても、効率的な業務遂行を通じて、収益

力の向上、財務体質の改善など経営基盤の強化に努め、安定的な配当を継続することを基本方針とい

たしております。

（３）会社の経営管理組織の整備等に関する施策

当社では当連結会計年度に組織のフラット化による意思決定の迅速化および責任と権限の明確化を

実施いたしましたが、パルコネットワーク各社においても同様に責任と権限の明確化に基づいた組織

運営を行ってまいります。

（４）対処すべき課題

今後の経済情勢を展望いたしますと、景気回復への努力はなされているものの個人消費につきまし

ては予断を許さない状況が続くものと思われます。小売業界におきましても、オーバーストアの状況

が続くなか、企業の再編、大型商業施設の開業など一層の競合激化が予想されます。

このような環境のもとパルコネットワークは経営の基本方針にしたがって本業の強化、効率経営の

実現、財務体質の改善、コーポレートガバナンスの充実を更にすすめてまいります。



- 4 -

経　営　成　績

（１）当連結会計年度の概況

①業績の概要

当連結会計年度におけるわが国経済は、経済対策、補正予算等が実施され、ＩＴ関連などの成長産

業を中心に企業設備投資の増加などがみられたものの、株価の低迷や不良債権処理等厳しい諸問題を

残したまま充分な回復には至りませんでした。

小売業界におきましても、依然として厳しい環境下で雇用と所得の環境悪化への懸念などから消費

意欲へのマイナス要素が解消されない結果、低価格志向が強まるなど個人消費は低迷を続けました。

このような景況のもとパルコネットワークにおきましては、経営の基本方針にしたがって本業の強

化に取り組んでまいりました結果、売上高 3,074 億 82 百万円（前年度比 116.1%）、営業利益 75 億 87

百万円（前年度比119.3%）、経常利益62 億 5 百万円（前年度比 126.7%）、当期純利益6 億 83 百万円（前

年度比 141.1%）となりました。

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純損失 9 億 30 百万円に、

非資金項目となる減価償却費や特別損失及び売上債権の減少額などを調整し、101 億 47 百万円となり

ました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、差入保証金・敷金の返還による収入があった一方既存店舗

の改装による有形固定資産及び賃借物件の取得による支出などにより、差引き 61 億 34 百万円の支出

となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮を行ったことから 209 億 3 百万円減少し

ました。

以上の結果に加え、新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 8 億 94 百万円もあり、現金及び現

金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ 159 億 83 百万円減少し、165 億 37 百万円となりまし

た。

③セグメント別の業績

＜ディベロッパー事業＞

ディベロッパー事業は、個人消費の低迷、競合の激化等により厳しい状況で推移しました。

このような景況のもと、「都市型商業施設」の開発・運営をコアビジネスとした本業強化のために、

店舗へ権限を大幅に委譲し、激しく変化するマーケットに対して迅速な対応を図るべく「ストアｂｙ

ストア」の方針のもと、消費者に支持される改装、販売促進企画の実施に努めてまいりました。特に、

池袋パルコにおきましては、一昨年度より着手してまいりました全面リニューアルを完了し、改装ゾ

ーン売上高前年度比 122.1％、店舗計売上高前年度比104.5％と成果をあげることができました。

また、一層の販売管理費の合理化を実施し、利益の確保に努めてまいりました。

以上の結果、売上高は 2,488 億 91 百万円、営業利益は69 億 95 百万円となりました。

＜専門店事業＞

専門店事業は、ディベロッパー事業同様、個人消費の低迷、競合の激化等により厳しい状況で推移

しました。

このような状況のなか、店舗の徹底した見直し、商品在庫の圧縮、販売管理費の合理化に取り組む

など事業基盤の整備を行ってまいりました。

以上の結果、売上高は 621 億 12 百万円、営業利益は 3 億 90 百万円となりました。

＜総合空間事業＞

総合空間事業は、商業施設設備投資需要などの改善により多少の回復傾向を見せたものの、内装事

業及びビルメンテナンス事業ともに競合の激化による価格の低下が継続しております。

このような状況のなか、株式会社西電工及び株式会社パルコプロモーションの 2 社は、経営資源の

集中化、財務体質の強化、業容の拡大を目的として、2000 年 9 月に合併し株式会社パルコスペースシ

ステムズとなり、同時に当社の子会社となりました。

以上の結果、売上高は 333 億 44 百万円、営業利益 2 億 7 百万円となりました。
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＜カルチャー＆エンタテインメント等事業＞

カルチャー＆エンタテインメント等事業は、今後のＩＴ化社会への対応として、インターネット関

連事業会社、株式会社パルコ・シティ、株式会社パルコ・ドット・ティーヴィーを新設いたしました。

以上の結果、売上高は 36 億 33 百万円、営業利益 24 百万円となりました。

（２）次連結会計年度の見通し

パルコネットワークの次連結会計年度の取り組みは以下のとおりであります。

ディベロッパー事業は、「ストアｂｙストア」の方針をより徹底し、マーケットに根を下ろした施策

を各店舗ごとに実施するとともに、新たなマーチャンダイジングとテナント構成及び時代に対応した

新契約形態による競争力の強化を図ってまいります。上期より「公園通りルネッサンス」を旗印とし

た渋谷パルコの大改装及び札幌パルコの改装に着手するとともに、9 月には広島パルコ「新館」を開店

するなど、業績堅調な都心型店舗への経営資源の集中投下を行います。

専門店事業は、顧客管理力及び在庫管理力の改善等により事業基盤を整備し、営業力の強化に取り

組んでまいります。また、株式会社アクロスについては主力事業の集約化を図り、事業構造の抜本的

な改革を推進いたします。

総合空間事業は、環境空間形成ビジネスとビルメンテナンスビジネスのより有機的な統合･廃止によ

る事業基盤の強化及び事業領域の拡大を図ってまいります。

カルチャー＆エンタテインメント等事業は、インターネットを利用した新規事業の早期基盤確立を

目指すとともに、アライアンスの開拓を推進してまいります。

また、当社は森トラスト株式会社と業務・資本提携を 2001 年 2 月 21 日開催の取締役会において決

議いたしました。これは、両社の経営資源の活用と相互補完によって今後の事業展開の機会拡大、企

業価値の増大につながることが期待できるとの共通認識のもと、当社が有する商業施設の企画・開発・

運営能力と森トラスト株式会社が有する総合ディベロッパーとしての能力を相互に尊重し、活用する

ことを目的としたものです。

以上により、次連結会計年度の売上高は 3,100 億円（前年度比 100.8%）、経常利益は 63 億円（前年

度比 101.5%）、当期純利益は 15 億円（前年度比 219.6%）を見込んでおります。
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連結貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

科目

当連結会計年度

（ 平成13年  2月28日 ）

前連結会計年度

（ 平成12年  2月29日 ）
増　　　減

（　資　産　の　部　）

Ⅰ　　流 動 資 産           

　　　現 金 及 び 預 金           

　　　受取手形及び営業未収金

　　　完 成 工 事 未 収 金           

　　　有 価 証 券           

　　　た な 卸 資 産           

　　　前 渡 金           

　　　前 払 費 用           

　　　短期貸付金（現先）           

　　　そ の 他 短 期 貸 付 金           

　　　繰 延 税 金 資 産           

　　　そ の 他           

　　　貸 倒 引 当 金           
　　　
　　　流 動 資 産 合 計           

Ⅱ　　固 定 資 産           

　(１)有 形 固 定 資 産           

　　　建 物 及 び 構 築 物           

 　　　機械装置及び運搬具           

　　　器 具 及 び 備 品           

　　　土 地           

　　　建 設 仮 勘 定           

　　　そ の 他           
　　　
　　　有 形 固 定 資 産 合 計           

(２)無 形 固 定 資 産           

　　　営 業 権           

　　　借 地 権           

　　　連 結 調 整 勘 定           

　　　そ の 他           　　　
　　　無 形 固 定 資 産 合 計           

(３) 投 資 そ の 他 の 資 産           

　　　投 資 有 価 証 券           

　　　長 期 貸 付 金           

　　　関係会社長期貸付金           

　　　長 期 前 払 費 用           

　　　差 入 保 証 金 ・ 敷 金           

　　　繰 延 税 金 資 産           

　　　そ の 他           

　　　貸 倒 引 当 金           　　　

　　　投資その他の資産合計           

      固 定 資 産 合 計           

Ⅲ　　繰 延 資 産           

　　　社 債 発 行 差 金           

　　　繰 延 資 産 合 計           

１３，６６４

１４，２５７

４，４７３

４，０６９

１０，０１６

１９６

８８１

２，９９８

５３

１，０６７

１０，２１０

△１７０

　　　６１，７１８

　　　　  

４３，４９２

２８０

１，４８８

４０，９９１

７７９

１

８７，０３２

２８９

１０，９４４

９０７

９８６

１３，１２７

１２，７３２

１，４２４

２，６０９

１，３５４

６２，４９９

５，３２０

５７９

△２０６

８６，３１３

１８６，４７４

３３

３３

３３，０７７

８，５６０

－

２，０９３

３，９０１

１４３

８１１

－

５，７５４

６６９

１，０８１

△１，２８６

　　　５４，８０８

３９，５６３

２７３

７８０

３６，８９４

３９０

－

７７，９０４

－

１０，９４３

－

４３９

１１，３８３

２７，６００

１，０３４

－

１，８５７

６２，９０９

８６９

６３２

△７

９４，８９６

１８４，１８４

６６

６６

△１９，４１３

５，６９６

４，４７３

１，９７５

６，１１４

５２

６９

２，９９８

△５，７０１

３９８

９，１２９

１，１１６

　　　　６，９１０

３，９２８

６

７０７

４，０９６

３８８

１

９，１２８

　　　　　　２８９

　　　　　　　　０

　　　　　　９０７

５４６

１，７４４

△１４，８６８

３９０

２，６０９

△５０３

　　　　　△４０９

４，４５０

△５２

△１９９

△８，５８２

２，２８９

△３３

△３３

　　　　　　　　　　　　

Ⅳ　　為 替 換 算 調 整 勘 定           ４３ ３８０ △３３７

　　　資 産 合 計           ２４８，２６８ ２３９，４３９ ８，８２９
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連結貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

科目

当連結会計年度

（ 平成13年  2月28日 ）

前連結会計年度

（ 平成12年  2月29日 ）
増　　　減

（　負　債　の　部　）

Ⅰ　　流 動 負 債           

　　　支払手形及び営業未払金

　　　短 期 借 入 金           

　　　未 払 金           

　　　未 払 法 人 税 等           

　　　繰 延 税 金 負 債           

　　　未 払 費 用           

　　　賞 与 引 当 金           

　　　返 品 調 整 引 当 金           

　　　単行本在庫調整引当金           

　　　一 年 以 内 償 還 社 債           

　　　そ の 他           

　　　流 動 負 債 合 計           

Ⅱ　　固 定 負 債           

　　　社 債           

　　　転 換 社 債           

　　　長 期 借 入 金           

　　　退 職 給 与 引 当 金           

　　　役員退職慰労引当金           

　　　持分法投資損失引当金           

　　　受 入 保 証 金           

　　　そ の 他           　　　
　　　固 定 負 債 合 計           

　　　負 債 合 計           

（　少数株主持分       　）

　　　少 数 株 主 持 分           

（　資　本　の　部　）

Ⅰ　　資 本 金           

Ⅱ　　資 本 準 備 金           

Ⅲ　　連 結 剰 余 金           

Ⅳ　　自 己 株 式           

　　　資 本 合 計           

　　負債、少数株主持分及び資本合計

３０，９６６

３９，０６９

３，００９

１，２１５

１２

１，４８５

１，２２９

２３

１１８

４，７００

５，４０５

８７，２３４

２１，７００

５，０００

３０，０１０

１０３

８１４

－

５３，９５８

５１７

１１２，１０４

１９９，３３９

４，３９３

２１，７９３

２１，２１８

１，５２５

４４，５３７

△０

４４，５３６

２４８，２６８

１９，３６９

３１，１８５

３，９３３

１，２５５

－

１，１７６

６３０

２２

２５０

１０，０００

４，６４４

７２，４６６

２４，７００

５，０００

２６，７０９

２４

６５１

２，１２６

５８，０１５

１９

１１７，２４６

１８９，７１３

２５６

２１，７９３

２１，２１８

６，４５８

４９，４７０

△０

４９，４６９

２３９，４３９

１１，５９７

７，８８４

△９２３

△４０

１２

３０９

５９８

１

△１３２

△５，３００

７６１

１４，７６７

△３，０００

－

３，３０１

７９

１６３

△２，１２６

△４，０５６

４９７

△５，１４１
　　　　　

　　　　９，６２６

　　　　４，１３７

－

－

△４，９３３
　　　　　　　　　
△４，９３３

△０

△４，９３３

８，８２９
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連 結 損 益 計 算 書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

　科目

当連結会計年度
自平成１２年 ３月　１日

至平成１３年 ２月２８日

前連結会計年度
自平成１１年 ３月　１日

至平成１２年 ２月２９日

増　　　減

Ⅰ　　売 上 高           
　　　　　　　　
Ⅱ　　売 上 原 価           
　　　　

３０７，４８２

２５７，９２０

２６４，８４９

２３４，７９９

４２，６３３

２３，１２１

　　　　売 上 総 利 益          
　　　　返品調整引当金繰入額
　　　　返品調整引当金戻入額

４９，５６２
１
－

３０，０４９
　　　　　　　　 －

１４

１９，５１２
１
△１４

　　　　差 引 売 上 総 利 益          

Ⅲ　　営 業 収 入           

４９，５６０

１，４８２

３０，０６４

１，５４２

１９，４９６

△６０

　　　　営 業 総 利 益          

Ⅳ　　販売費及び一般管理費           

５１，０４３

４３，４５６

３１，６０７

２５，２４７

１９，４３６

１８，２０８

　　　　営 業 利 益          

Ⅴ　　営 業 外 収 益           

　　　　受 取 利 息          
　　　　連結調整勘定償却額          
　　　　持分法による投資利益

　　　　雑 収 入          

Ⅵ　　営 業 外 費 用           
　　　　支 払 利 息          

　　　　社 債 利 息          
　　　　社債発行差金償却          
　　　　社 債 発 行 費          

　　　　持分法による投資損失
　　　　雑 支 出          

７，５８７

１，１５８

２３７
－
８８

８３２

２，５３９
１，３７６

７３３
３３
１２

－
３８３

６，３６０

７９９

２９２
６７
－

４３９

２，２６２
１，０４３

７３４
３５
２６２

４５
１４０

１，２２７

３５８

△５４
△６７
８８

３９２

２７７
３３３

△１
△２
△２４９

△４５
２４３

　　　　経 常 利 益          

Ⅶ　　特 別 利 益           
　　　　固 定 資 産 売 却 益          
　　　　投資有価証券売却益          

　　　　有価証券評価損戻入益
　　　　投資有価証券評価損戻入益

　　　　貸倒引当金戻入益          
　　　　新株引受権戻入益          
　　　　過年度賃借料修正益          

　　　　過年度撤去費修正益          

Ⅷ　　特 別 損 失           
　　　　固 定 資 産 売 却 損          

　　　　固 定 資 産 除 却 損          
　　　　投資有価証券売却損          
　　　　有 価 証 券 評 価 損          

　　　　投資有価証券評価損          
　　　　ゴルフ会員権評価損          

　　　　貸倒引当金繰入額          
　　　　役員退職慰労引当金繰入額

　　　　投 資 事 業 清 算 損          
　　　　子 会 社 整 理 損          
　　　　関係先事業整理損          

　　　　そ の 他          

６，２０５

１，６２８
１０
３

１，２４５
１６２

３７
－

　　　　　　　　 －

　　　　　　 １６８

　　　　 ８，７６４
　　　　　　 １０８

　　　　 １，２５８
　　　　 ５，２１５
　　　　 　　　　－

　　　　 　　３１７
　　　　 　　１２７

　　　　 　　１２１
　　　　 　　　　９

　　　　 　　　　－
　　　　 １，１３８
　　　　　　 ２２５

　　　　　　 ２４１

４，８９７

１，６０６
－
２５

－
－

１９１
１，３０４

　　　　　　　８５

　　　　　　　　－

５，０８８
－

５２１
－

２，９２７

３４３
－

１，１８９
－

１０７
－
－

－

１，３０７

２１
１０
△２１

１，２４５
１６２

△ １５３
△ １，３０４
△８５

１６８

３，６７５
１０８

７３６
５，２１５
△２，９２７

△２６
１２７

△１，０６７
９

   　　　　△１０７
１，１３８
２２５

２４１

　　　　税金等調整前当期純利益(損失△)　　　　
　　　　法人税､住民税及び事業税

　　　　法 人 税 等 調 整 額          

　　　　少 数 株 主 利 益          

　　　　　 △９３０

　　　　 １，６６７
　　　 △３，３１８

　　　　　　　 ３７

　　　　 １，４１４

　　　　 １，２１３
　　　　　 △２９８

　　　　　　　 １５

△２，３４５

　　　　　　 ４５３
△３，０２０

２１

　　　　当 期 純 利 益          　　　　　　 ６８３ ４８４ １９９
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連結剰余金計算書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

　科目

当連結会計年度

自平成１２年 ３月　１日

至平成１３年 ２月２８日

前連結会計年度

自平成１１年 ３月　１日

至平成１２年 ２月２９日

増　　　減

Ⅰ　　連結剰余金期首残高           

　　　  その他の剰余金期首残高

　　　　利益準備金期首残高          

Ⅱ　　連 結 剰 余 金 増 加 高           

　　　　連結子会社増加に伴う剰余金増加高

　　　　持分法適 用 会 社 増 加 に 伴 う 剰 余 金 増 加 高

　　　　持分法適 用 会 社 減 少 に 伴 う 剰 余 金 増 加 高

　　　　

Ⅲ　　連 結 剰 余 金 減 少 高           

　　　　配 当 金          

　　　　取 締 役 賞 与 金          

　　　　連結子会社減少に伴う剰余金減少高

　　　　連結子会社増加に伴う剰余金減少高

Ⅳ　　当 期 純 利 益           

Ⅴ　　連結剰余金期末残高           

６，４５８

－

－

９００

６４２

２５８

－

６，５１６

４４８

５２

３５

５，９８０

６８３

１，５２５

６，４６５

５，９０７

５５７

１０

－

－

１０

　　　　　　５００

４４８

５２

－

－

４８４

６，４５８

△６

－

－

８９０

６４２

２５８

△１０

６，０１６

△０

－

３５

５，９８０

１９９

△４，９３３
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連結キャッシュ・フロー計算書

（単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度

自 平成 12 年 3 月 1 日
至 平成 13 年 2 月 28 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期別

科目 金　　額

                   930

                 4,659

　　　　　　　　 　286

　　　　　　　　　　33

                    92

                    24

　　　　　　　　　　 1

                 △132

　　　　　　　　　△17

　　　　　　　　 △283

                 △268

                 2,110

                  △88

　　　　　　　　　△10

　　　　　　　　　 865

                 5,181

               △1,079

                 1,135

                 3,861

                 1,559

                 △469

               △2,548

                    65

                14,048

                   193

               △2,104

               △1,990

                10,147

                  △29

                   123

               △4,096

　　　　　　　　　　93

                 △166

　　　　　　　　　 152

                 1,094

                 △757

　　　　　　　　 2,679

               △4,501

　　　　　 　　　△726

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純損失

　　　減価償却費

　　　連結調整勘定償却額

　　　社債発行差金償却

　　　貸倒引当金の増加額

　　　賞与引当金の増加額

　　　返品調整引当金の増加額

　　　単行本在庫調整引当金の減少額

　　　退職給与引当金の減少額

　　　役員退職慰労引当金の減少額

　　　受取利息及び受取配当金

　　　支払利息

　　　持分法による投資利益

　　　固定資産売却益

　　　固定資産売却損及び除却損

　　　有価証券・投資有価証券売却損益

　　　有価証券・投資有価証券評価損及び評価損戻入益

　　　子会社整理損

　　　売上債権の減少額

　　　たな卸資産の減少額

　　　仕入債務の減少額

　　　その他の資産及び負債の増減額

　　　その他

　　　　　　小計

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　　法人税等の支払額

　　営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有価証券の取得による支出

　　　有価証券の売却による収入

　　　有形固定資産の取得による支出

　　　有形固定資産の売却による収入

　　　投資有価証券の取得による支出

　　　投資有価証券の売却による収入

      連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入

　　　差入保証金・敷金の差入による支出

　　　差入保証金・敷金の返還による収入

　　　受入保証金の減少額

　　　その他

　　投資活動によるキャッシュ・フロー                △6,134
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（単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度

自 平成 12 年 3 月 1 日
至 平成 13 年 2 月 28 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期別

科目 金　　額

               △8,771

                11,699

              △14,814

　　　　　　　　 2,000

              △10,300

                 △448

                  △16

                 △251

              △20,903

                    13

              △16,877

                32,520

    　　　　　　   894

                16,537

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入れの純減少額

　　　長期借入れによる収入

　　　長期借入金の返済による支出

　　　社債の発行による収入

　　　社債の償還による支出

　　　配当金の支払額

　　　少数株主への配当金の支払額

　　　その他

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項

         連結子会社数  ２１社  （主要会社名：PARCO (SINGAPORE) PTE LTD、(株)アクロス、

(株)リブロ、(株)ウェィヴ、(株)パルコビューティーシステムズ、

(株)パルコスペースシステムズ）

       連結範囲の異動状況

         新  規（設     立       ）(株)パルコ・ドット・ティーヴィー

               （合 併       ）(株)パルコスペースシステムズ、西電工エフエム(株)、

   システマアルティスタ(株)

（追加取得により持分法より移行）SEIYO INVESTMENT(S) PTE LTD

（支配力基準適用に伴い持分法より移行）(株)アクロス、(株)ウェィヴ、(株)パルコフーズ、(株)クレストンホテル、

(株)パルコプロモーション、(株)パルコソフトサービス

（支配力基準適用に伴い新規に子会社）    (株)ハーレーダビッドソンシティ、(株)丸桝酒店、(株)冨貴堂、

(株)毎日新聞カルチャーシティ、(株)パルコ・シティ、

(株)日本乗馬倶楽部

除  外（合          併）(株)パルコプロモーション

（株）パルコプロモーションは、当連結会計年度に（株）西電工を存続会社として合併してお

ります。なお、合併と同時に(株)パルコスペースシステムズに商号変更しております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社数 ３社 （BCH RETAIL INVESTMENT PTE LTD、BCH OFFICE INVESTMENT PTE LTD、

PRIVI PLUS PTE LTD）

持分法の適用の異動状況

新  規（設 立       ）PRIVI PLUS PTE LTD

（追加取得により新規に持分法に適用）BCH RETAIL INVESTMENT PTE LTD、BCH OFFICE INVESTMENT PTE LTD

除  外（株式取得により連結へ移行）SEIYO INVESTMENT(S) PTE LTD

（支配力基準適用に伴い連結へ移行）(株)アクロス、(株)ウェィヴ、(株)パルコフーズ、(株)クレストンホテル、

(株)パルコプロモーション、(株)パルコソフトサービス

                                

持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会  社  名 決 算 日

PARCO (SINGAPORE) PTE LTD １２月３１日 ※１

STRAITS PARCO RETAIL MANAGEMENT PTE LTD １２月３１日 ※１

PARCO BUSINESS DEVELOPMENT PTE LTD １２月３１日 ※１

SEIYO INVESTMENT(S) PTE LTD １２月３１日 ※１

システマアルティスタ(株) ３月３１日 ※２

※１．連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。

※２．連結決算日現在で仮決算を実施したうえ連結しております。
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４．会計処理基準に関する事項

（１） 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

取引所の相場のある有価証券…移動平均法による低価法（洗替え方式）

取引所の相場のない有価証券…移動平均法による原価法

たな卸資産

商 品       …主として売価還元法による原価法

未成工事支出金…個別法による原価法

製 品       …総平均法による原価法

仕掛品・貯蔵品…個別法による原価法

（２） 減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産  建物及び構築物（建物附属設備及び構築物は除く）

…主として税法の規定による定額法

その他の有形固定資産…主として税法の規定による定率法

無形固定資産  税法の規定による定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

長期前払費用  税法の規定による定額法

（追加情報）

投資その他の資産の「長期前払費用」に計上していたソフトウェア（自社利用）については、「研究開

発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 12

号 平成 11 年 3 月 31 日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用してお

ります。

ただし、同報告により、上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「長期前払

費用」から無形固定資産の「その他」に含めて表示しており、減価償却の方法については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３） 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金             金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、税法の規定による損金算入限度

相当額（法定繰入率）及び個別に見積もった必要額を計上しております。

賞 与 引 当 金             従業員に対する賞与の支払いに備えるため、主として支給見込額に基づき計

上しております。

退 職 給 与 引 当 金             従業員に対する退職金の支払いに備えるため、期末要支給額を計上しており

ます。なお、主として勤続年数５年を超える従業員は、厚生年金保険法に基

づくセゾングループ厚生年金基金及び適格退職年金制度に移行しております。

役員退職慰労引当金             役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、主として内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

返 品 調 整 引 当 金             期末日以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定に

よる損金算入限度相当額を計上しております。

単行本在庫調整引当金   出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に

備えるため、税法の規定による損金算入限度相当額を計上しております。

（４） リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５） その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、原則として５年間で均等償却しておりますが、重要性がないものについては、発

生時の損益として処理しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失

処理の金額に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（表示方法の変更）

・連結損益計算書

前連結会計年度において独立掲記しておりました「専門店売上高」（当連結会計年度２１２，６４７

百万円）及び「その他の売上高」（当連結会計年度９４，８３５百万円）は、当連結会計年度より「売

上高」に表示科目を統合しております。

前連結会計年度において独立掲記しておりました「専門店仕入高」（当連結会計年度１８６，５３９

百万円）及び「その他の売上原価」（当連結会計年度７１，３８１百万円）は、当連結会計年度より

「売上原価」に表示科目を統合しております。
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注 記 事 項
（連結貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　    当連結会計年度　　　　　 　前連結会計年度

　１．有形固定資産減価償却累計額   ５６，６３７百万円 ５２，７０５百万円

　２．偶 発 債 務                         －百万円 １３，１９４百万円

　３．自 己 株 式 数               　    ２，７０４株       １，６５４株

（連結キャッシュ･フロー計算書類関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金                                  １３，６６４百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金                  △１２４

短期貸付金(現先)                                ２，９９８

現金及び現金同等物の期末残高              １６，５３７

（重要な後発事象）

当社は、平成 13 年 2 月 21 日開催の取締役会の決議により、第三者割当による新株式１４，０００

千株の発行（発行総額４，５３６百万円、払込期日3 月 9 日）を行っております。

詳細につきましては、平成 13 年 2 月 21 日に公表済であります。
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（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　(単位  百万円：未満切捨)

当 連 結 会 計 年 度         前 連 結 会 計 年 度         

取 得 価 額     

相 当 額     

減価償却累計額

相 当 額     

期 末 残 高     

相 当 額     

取 得 価 額     

相 当 額     

減価償却累計額

相 当 額     

期 末 残 高     

相 当 額     

建物及び構築物  ２４６     １６０ 　　８６  －     － 　　－

器具及び備品  ３，９２６  ２，２６８  １，６５８  ２，２０８ １，２０６  １，００１

その他      ３５６     １５８     １９８ ４ ３ ０

合　　　計  ４，５３０ ２，５８７ １，９４２ ２，２１２ １，２１０ １，００２

（２）未経過リース料期末残高相当額

                                          当連結会計年度          前連結会計年度

         　 　１　年　内　　　　　　　　　　　８２０百万円　　　　　　３８１百万円

　　　　　　　１　年　超　　　　　　　　　１，１８４百万円　　　　　　６６０百万円

　　　　　　　合　　　計　　　　　　　　　２，００４百万円　　　　１，０４２百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

                                          当連結会計年度          前連結会計年度

　　　　　　　支払リース料　　　　　　　　　　８５４百万円　　　　　　３４３百万円

　　　　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　７８８百万円　　　　　　３１５百万円

　　　　　　　支払利息相当額　　　　　　　　　　５０百万円　　　　　　　２７百万円

　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（５）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

                                          当連結会計年度          前連結会計年度

　　　　　 　１　年　内                          ２百万円                －百万円

　　　　　 　１　年　超                    　    ２百万円                －百万円

　　　　　 　合　　　計                          ４百万円                －百万円
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　（税効果会計関係）

　  １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　繰延税金資産

繰越欠損金

投資有価証券売却損の損金不算入

     ３，３７８百万円

     ２，１３１

未実現利益の控除    １，０６９

役員退職慰労引当金の損金不算入        ２６７

賞与引当金の損金不算入        １７６

未払事業税否認

投資有価証券評価損の損金不算入

           ８２

           ５３

　　　　その他          ２７３

　　　　繰延税金資産小計    ７，４３１

　　　　評価性引当額    △１，０４３   

　　　　繰延税金資産合計    ６，３８８

　　　　繰延税金負債

　　　　その他       　   １２

　　　　繰延税金資産（又は負債）の純額 　   ６，３７６

　  ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率

　　 （調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目

  連結調整勘定償却額による影響

  持分法による投資利益

  子会社欠損金等の税効果

　海外会社との実効税率差異

　住民税均等割等

　その他

　税効果会計適用後の法人税等の負担率

 ４２．１％

  

 △７．７

△１３．０

      ４．０

  １５８．９

      ８．４

  △１２．０

    △３．３

  １７７．４
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セグメント情報

１. 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成 11 年 3 月 1 日　至　平成 12 年 2 月 29 日）

前連結会計年度における事業の種類別セグメント情報は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セ

グメントの資産の金額の合計額に占める「ディベロッパー事業」の割合が、いずれも９０％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成 12 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 2 月 28 日）     (単位 百万円：未満切捨)
ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業

専門店事業 総合空間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーｴﾝﾀﾃｲ

ﾝﾒﾝﾄ等事業

計 消去又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高

（1）外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高

248,224

666

34,220

27,892

23,578

9,765

2,941

691

308,965

39,016

－

(39,016)

308,965

－

計 248,891 62,112 33,344 3,633 347,982 (39,016) 308,965

営 業 費 用     

営 業 利 益     

241,895

6,995

61,722

390

33,137

207

3,608

24

340,364

7,617

(38,985)

(30)

301,378

7,587

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出

資　　　産 204,200 22,214 25,362 3,637 255,414 (7,145) 248,268

減価償却費 3,603 641 288 259 4,794 (134) 4,659

資本的支出 4,208 1,354 146 22 5,731 (184) 5,547

  (注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

      ２．各事業区分の主要な内容

  (1)ディベロッパー事業･･･…･･ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

  (2)専門店事業･･･････････…･･衣料品・雑貨・書籍・ＣＤ等の販売、飲食・理美容店の経営

  (3)総合空間事業･･････………･内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテナ

ンス

  (4)ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業…･カルチャースクール等の経営、インターネットを利用した情報提供、

                              ホテルの経営等

３．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却費が含まれております。

４．売上高には、営業収入が含まれております。

２．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成 11 年 3 月 1 日　至　平成 12 年 2 月 29 日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれ

も９０％を越えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成 12 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 2 月 28 日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれ

も９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。



- 19 -

３．海外売上高

前連結会計年度（自　平成 11 年 3 月 1 日　至　平成 12 年 2 月 29 日）

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成 12 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 2 月 28 日）

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。



- 20 -

                 

(単位  百万円  ：未満切捨)

当連結会計年度

自   平成12年3月1日

至 平成13年2月28日

デ ィ ベ ロ ッ パ ー 事 業衣 料 品 110,421

身 回 品 34,778

雑 貨 44,115

食 品 10,964

飲 食 12,506

そ の 他 36,106

計 248,891

62,112

33,344

3,633

347,982

△ 39,016

308,965

（注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

       ２．当連結会計年度は連結ベースで作成する初年度であるため、前連結会計年度との

          対比は行なっておりません。

合               計

販 売 の 状 況

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト の 名 称

専  門  店  事  業  計

総  合  空  間  事  業  計

カルチャー＆エンタテインメント等事業計

計

消               去
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有 価 証 券 の 時 価 等

　（単位　百万円：未満切捨）

当連結会計年度

（平成 13 年 2 月 28 日現在）種　　　　類

連結貸借対照表計上額 時　　価 評価損益

３，９９２

２０

５６

４，３０２

２０

５６

３１０

０

―

　流動資産に属するもの

株　　　　式

債　　　　券

そ　 の　 他

小　　　　計 ４，０６９ ４，３８０ ３１０

２，３４３

３０

１２

２，８１５

３０

１２

４７２

０

―

　固定資産に属するもの

株　　　　式

債　　　　券

そ 　の 　他

小　　　　計 ２，３８５ ２，８５８ ４７２

合　　　　計 ６，４５５ ７，２３８ ７８３

  （注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

(1)上 場 有 価 証 券        …主に東京証券取引所の最終価格によっております。

(2)店頭売買有価証券…日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

(3)気配等を有する有価証券{(1)、(2)に該当する有価証券を除く}

                                 …日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等によっております。

(4)非上場の証券投資信託の受益証券

                                 …基準価格によっております。

　　　　    ２．上記の他、自己株式の評価損益は次のとおりであります。

　　　　　　                                                  当連結会計年度

　　　　　　    　資本の部の控除項目    　　　　　　　　             ０百万円

　　　　    ３．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　　　　　　　                                                当連結会計年度

                  固定資産に      店頭売買株式を           １０，３４６百万円

                  属するもの      除く非上場株式
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　　　金利関連

（単位　百万円  ：未満切捨）

当連結会計年度

（平成 13 年 2 月 28 日現在）

契約額等

区

分
種　　　類

うち１年超
時　　価 評価損益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

（金利スワップ取引）

  受取変動・支払固定 １，６１０ １，３５０

　　

△４２

　　

△４２

　　　

合　　　　　計 １，６１０ １，３５０ 　　△４２ 　　△４２

（注）時価の算定方法

当該契約を締結している取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。
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関連当事者との取引

　当連結会計年度（自 平成12年 3月 1日　至 平成13年 2月 28 日）

親会社及び法人主要株主等

関係内容属性 会社等の

名称

住所 資本金

(百万円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の被所有

割合
役員の

兼任等

事業上の

関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)

科目 期末残高

(百万円)

商品券

の債権

回収

82 営業

未収

金

5主要

株主

(会社

等)

(株)西武

百貨店

東京都

豊島区

6,911 百貨店

業

被所有

直接

   14.74%

間接

0.68%

兼任 1 商品券の

利用契約

の締結

株式

売却

8,830 未収

金

8,830


